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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第124期

中間連結会計期間
第125期

中間連結会計期間
第124期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

売上高 （百万円） 468,153 444,073 950,295

経常利益 （百万円） 36,909 19,871 63,265

親会社株主に帰属する

中間（当期）純利益
（百万円） 25,524 11,282 40,879

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 63,175 △10,156 98,108

純資産額 （百万円） 692,069 673,249 719,270

総資産額 （百万円） 936,007 882,928 965,595

１株当たり

中間（当期）純利益金額
（円） 80.76 37.30 130.93

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
（円） 80.75 37.29 130.90

自己資本比率 （％） 69.11 70.70 69.58

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 48,603 39,060 96,370

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △43,155 △7,251 △50,155

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △46,002 △40,466 △59,677

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（百万円） 106,673 124,260 134,560

（注）当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。

 

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

なお、当中間連結会計期間において、連結子会社であったKPS N.A.,INC.は、清算結了したことに伴い、連結の範

囲から除外しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績分析等

当中間期における経済情勢は、日本や米国、ASEANでは堅調な個人消費などを背景に緩やかな回復傾向となりま

したが、中国の景気減速や地政学的リスクなどにより、総じて先行き不透明な状況が続きました。

 

このような中、世界自動車生産台数は、日本では自動車メーカーの不正問題や台風に伴う生産停止により前年同

期比減産、北米も品質問題や部品供給問題等により減産となりました。中国ではEV車の販売刺激策効果からローカ

ル車を中心に増産となりましたが、引き続き日本車の販売は低迷し大幅な減産となりました。アジアでは、インド

は増産となりましたが、タイ・インドネシア等は金利高止まりによる販売低迷が継続したことから、減産となりま

した。

 

当中間期における売上高は、北米では減産影響があるなか新規受注や為替換算等により増収（前年同期比2.4％

増）とすることができましたが、日本での減産による減収(同7.0％減)や中国での日本車の販売不振による減収(同

22.7％減)等により、連結売上高は前年同期比5.1％減の4,440億円となりました。

利益につきましても、グループ各社において改善合理化活動を推進したものの、国内外の減産による減収、固定

費負担の増加や将来の成長に向けた研究開発投資の増加等により、営業利益は前年同期比44.4％減の180億円、経

常利益は同46.2％減の198億円、親会社株主に帰属する中間純利益は同55.8％減の112億円となりました。

 

（２）財政状態分析等

当中間期末の資産の残高は、自己株式取得等により現金及び預金が減少したこと、投資有価証券が減少したこと

等から、前期末に比べ826億円減少の8,829億円となりました。

負債の残高は、支払手形及び買掛金が減少したこと等から、前期末に比べ366億円減少の2,096億円となりまし

た。

純資産の残高は、自己株式取得等により、前期末に比べ460億円減少の6,732億円となりました。

 

（３）キャッシュ・フロー分析等

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益189億円、減価償却費210億円を主体に471億円

となり、法人税等を支払った結果、390億円（前年同期は486億円）の資金を確保いたしました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻による収入1,375億円に対し、定期預金の預入による支

出1,243億円、設備投資252億円等を実施した結果、72億円の支出（前年同期は431億円の支出）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得261億円、配当金等の支払い99億円等を実施した結果、

404億円の支出（前年同期は460億円の支出）となりました。

以上により、現金及び現金同等物の当中間期末残高は、前期末に比べ102億円減少の1,242億円となりました。
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（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業価値の

源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくこ

とを可能とする者である必要があると考えております。

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定の者

による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資す

るものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規模買付提案に応じるか

どうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきものであると考えております。

ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができない

可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グループの

価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報が十分

に提供されないものもありえます。

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のために、必

要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えております。

当社は、企業価値の拡大・最大化を実現するため、次の取組みを行っております。

（ⅰ）自動車産業の世界最適生産の拡大に対応すべく、海外における開発・生産・販売部門を更に強化するなど、グ

ローバル５極体制（日本・米州・欧州・中国・アジア）の充実を図る。

（ⅱ）コネクティッド・自動運転・シェアリング・電動化などモビリティ変化への対応をはじめ、お客様・市場ニー

ズを先取りした先端技術の開発と迅速な商品化を図り、タイムリーに魅力ある商品を提供する。

（ⅲ）高品質・安全性を追求すると共に、環境保全及びコンプライアンス強化を推進する。

（ⅳ）経営資源の確保と有効活用により、収益構造・企業体質の更なる強化を図る。

この取組みを着実に実行することにより、当社グループの持つ経営資源を有効に活用するとともに、様々なステー

クホルダーとの良好な関係を維持・発展させ、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の向上に資すること

ができると考えております。なお、この取組みは、当社グループの企業価値を継続的かつ持続的に向上させるものと

して策定されていることから、上記の基本方針に沿っており、株主共同の利益を損なうものではなく、かつ当社役員

の地位の維持を目的とするものではないと、取締役会は判断しております。

 

（５）研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、200億円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

詳細は、『第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項（追加情報）』に記載のとおりであります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 640,000,000

計 640,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末

　現在発行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 307,833,172 307,833,172
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数は

100株

計 307,833,172 307,833,172 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
－ 307,833 － 14,270 － 17,107
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（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

トヨタ自動車㈱ 愛知県豊田市トヨタ町１ 64,316 21.8

日本マスタートラスト信託銀行㈱

（信託口）
東京都港区赤坂１丁目8-1 31,850 10.8

㈱日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目8-12 11,144 3.8

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内１丁目6－6 9,688 3.3

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目1－2 8,164 2.8

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505001

（常任代理人　㈱みずほ銀行）

ONE CONGRESS STREET,

SUITE 1, BOSTON, MASSACHUSETTS

（東京都港区港南２丁目15-1）

8,109 2.7

第一生命保険㈱ 東京都千代田区有楽町１丁目13－1 8,001 2.7

㈱三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目4-5 7,731 2.6

CEP LUX-ORBIS SICAV

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

31 Z.A. BOURMICHT, L-8070

BERTRANGE, LUXEMBOURG

（東京都新宿区６丁目27-30）

6,170 2.1

住友生命保険(相) 東京都中央区八重洲２丁目2-1 4,794 1.6

計 － 159,970 54.1

（注）１．上記、各信託銀行の信託業務に係る株式数については、当社として把握することができないため記載しており

　　　　　ません。

　　　２．下記のとおり大量保有報告書が提出されておりますが、当社として議決権行使の基準日における

　　　　　実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名または名称 報告義務発生日 提出日
所有株式数

(千株）

発行済株式総数 に

対する 所有株式数

の 割合（％）

三井住友DSアセット

マネジメント㈱

他２名

2024年６月28日 2024年７月５日 16,618 5.4
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 12,228,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 295,554,800 2,955,548 －

単元未満株式 普通株式 50,372 －
１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数  307,833,172 － －

総株主の議決権  － 2,955,548 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式2,000株（議決権の数20個）が含まれ

ております。

 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有

株式数
（株）

他人名義所有
株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合
（％）

㈱小糸製作所

東京都品川区北品川
５丁目１番18号
住友不動産大崎

ツインビル東館

12,228,000 － 12,228,000 4.0

計 － 12,228,000 － 12,228,000 4.0

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、アーク有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）

当中間連結会計期間

（2024年９月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 302,874 278,729

受取手形 ※２ 6,382 3,997

電子記録債権 ※２ 8,699 8,694

売掛金 127,597 112,873

契約資産 1,468 1,999

有価証券 － 1,500

棚卸資産 ※１ 95,796 ※１ 95,071

その他 40,040 33,571

貸倒引当金 △360 △268

流動資産合計 582,498 536,167

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 59,416 57,576

機械装置及び運搬具（純額） 85,024 78,963

工具、器具及び備品（純額） 20,226 19,557

土地 19,078 19,793

建設仮勘定 16,424 19,938

その他 6,136 5,488

有形固定資産合計 206,305 201,318

無形固定資産 2,482 2,565

投資その他の資産   

投資有価証券 147,537 125,724

破産更生債権等 452 443

繰延税金資産 19,563 10,382

退職給付に係る資産 3,677 3,549

その他 3,646 3,324

貸倒引当金 △568 △545

投資その他の資産合計 174,308 142,877

固定資産合計 383,096 346,760

資産合計 965,595 882,928
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）

当中間連結会計期間

（2024年９月30日）

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 103,100 93,413

電子記録債務 ※２ 3,036 4,191

短期借入金 14,295 10,167

未払費用 28,613 29,600

未払法人税等 9,857 2,082

契約負債 3,110 3,273

賞与引当金 6,720 7,458

製品保証引当金 3,246 2,743

その他 ※２ 20,497 18,200

流動負債合計 192,479 171,130

固定負債   

繰延税金負債 27,879 15,070

役員退職慰労引当金 312 342

製品保証引当金 3,436 2,993

退職給付に係る負債 16,253 14,883

その他 5,963 5,258

固定負債合計 53,845 38,548

負債合計 246,324 209,679

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,270 14,270

資本剰余金 13,188 13,188

利益剰余金 524,380 527,046

自己株式 △148 △26,243

株主資本合計 551,691 528,261

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 43,791 31,562

為替換算調整勘定 71,499 59,634

退職給付に係る調整累計額 4,843 4,775

その他の包括利益累計額合計 120,133 95,972

新株予約権 106 97

非支配株主持分 47,338 48,917

純資産合計 719,270 673,249

負債純資産合計 965,595 882,928
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（２）【中間連結損益及び包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 468,153 444,073

売上原価 411,145 401,042

売上総利益 57,007 43,031

販売費及び一般管理費 ※ 24,494 ※ 24,963

営業利益 32,513 18,067

営業外収益   

受取利息 1,632 2,399

受取配当金 851 927

為替差益 2,663 －

その他 982 1,170

営業外収益合計 6,130 4,498

営業外費用   

支払利息 303 202

持分法による投資損失 363 7

為替差損 － 1,113

投資事業組合運用損 247 190

その他 819 1,179

営業外費用合計 1,734 2,693

経常利益 36,909 19,871

特別利益   

固定資産売却益 43 38

投資有価証券売却益 1,116 －

受取保険金 15 155

その他 － 32

特別利益合計 1,175 226

特別損失   

固定資産除売却損 453 1,076

減損損失 135 －

その他 － 68

特別損失合計 589 1,145

税金等調整前中間純利益 37,496 18,953

法人税等 9,416 5,574

中間純利益 28,079 13,378

（内訳）   

非支配株主に帰属する中間純利益 2,554 2,095

親会社株主に帰属する中間純利益 25,524 11,282
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  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 10,420 △12,225

為替換算調整勘定 24,831 △11,243

退職給付に係る調整額 △165 △67

持分法適用会社に対する持分相当額 9 1

その他の包括利益合計 35,095 △23,535

中間包括利益 63,175 △10,156

（内訳）   

非支配株主に係る中間包括利益 4,841 2,720

親会社株主に係る中間包括利益 58,334 △12,877
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 37,496 18,953

減価償却費 20,755 21,010

減損損失 135 －

持分法による投資損益（△は益） 363 7

貸倒引当金の増減額（△は減少） △130 △104

退職給付に係る資産・負債の増減額（△は減少） △847 △1,351

賞与引当金の増減額（△は減少） 783 805

製品保証引当金の増減額（△は減少） △893 △849

受取利息及び受取配当金 △2,484 △3,327

受取損害賠償金等 △37 －

支払利息 303 202

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △1,116 －

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 247 190

有形固定資産除売却損益（△は益） 410 1,038

売上債権の増減額（△は増加） 4,439 14,302

棚卸資産の増減額（△は増加） 1,709 △1,794

その他の流動資産の増減額（△は増加） △2,343 3,327

仕入債務の増減額（△は減少） △1,248 △7,221

未払費用の増減額（△は減少） 1,825 2,611

その他 △1,569 △629

小計 57,798 47,171

利息及び配当金の受取額 2,429 3,288

利息の支払額 △303 △202

損害賠償金等の受取額 37 －

法人税等の支払額 △11,358 △11,197

営業活動によるキャッシュ・フロー 48,603 39,060

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △49,122 △124,307

定期預金の払戻による収入 41,941 137,543

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △20,504 △98

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による

収入
2,075 2,500

有形固定資産の取得による支出 △18,752 △25,206

有形固定資産の売却・除却による収支(△は支出) △186 △418

貸付けによる支出 △3 △1

貸付金の回収による収入 1 2

その他 1,396 2,736

投資活動によるキャッシュ・フロー △43,155 △7,251

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △4,337 △3,965

自己株式の取得による支出 △35,000 △26,103

ストックオプションの行使による収入 0 0

親会社による配当金の支払額 △5,143 △8,612

非支配株主への配当金の支払額 △1,418 △1,355

その他 △103 △428

財務活動によるキャッシュ・フロー △46,002 △40,466

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,430 △1,641

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △39,124 △10,299

現金及び現金同等物の期首残高 145,798 134,560

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 106,673 ※ 124,260
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　当中間連結会計期間において、連結子会社であったKPS N.A.,INC.は、清算結了したことに伴い、連結の範囲から除外

しております。

 

 

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正会
計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただ
し書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10
月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。な
お、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。
　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表における
取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用しております。当
該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及適用後の中間連結財務諸表
及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び前連
結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。
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（追加情報）

（Cepton, Inc.子会社化に向けた合併契約の締結）

当社はCepton, Inc.(以下「セプトン社」、本社：米国カリフォルニア州、ナスダック市場上場)と同社子会社化（以下
「本子会社化」）に向けた株式取得に関する交渉を行い、同社と株式売買価額他、契約条件等について合意に至り、2024
年７月29日開催の当社取締役会において本子会社化を決議し、同社との間で合併契約を締結いたしました。
尚、本子会社化は、セプトン社の株主総会における承認、米国当局による承認、その他合併契約に定める前提条件が満

たされることを条件としており、同社は2025年３月期第４四半期より当社連結子会社となる見通しです。

 

 

１．セプトン社子会社化の背景及び理由
自動車産業では、ADAS(高度運転支援システム)や自動運転向けシステムの開発が進展し、各種センサによる周辺監視に

対するニーズが高まる中、検知範囲や検知の精度・精緻さ等に優れるLiDARは、今後搭載が必須となるセンサとして市場
の拡大が予想されております。
 
こうした中、当社とセプトン社は、2018年よりLiDARの共同開発を開始、短・中・長距離用LiDARの開発に取り組み、乗

用車から産機・建機・農機等の車載向けに加え、インフラ領域向け等、センサによる周辺監視に関する幅広いニーズへの
対応を図ってまいりました。
 
当社グループの自動車照明器や交通システム事業等で培った技術・ノウハウ・実績とMicro Motion Technology等の

LiDARにおけるセプトン社の技術力の組み合わせは、自動車メーカーをはじめ、多くのお客さまに高く評価されておりま
す。2024年４月には、自動運転レベル４車両(高速道路や限定された地域等の、特定の条件下における完全自動運転)にお
ける周辺監視用途として、セプトン社と協業で開発した短距離LiDARが選定され、受注に至りました。
 
このようにセプトン社との協業範囲が拡大する中、本子会社化により、セプトン社の優れた技術力と当社グループの自

動車照明器や交通システム事業等で培った技術・ノウハウの組み合せを追求するとともに、両社で重複しているリソース
の効率化等により、LiDAR事業におけるQCDD（品質・価格・供給・開発）及び市場競争力の更なる強化を図ることが、最
善であると判断いたしました。
 
当社は、企業メッセージ「安全を光に託して」のもと、自動車照明器などの「光」を通じて安全・安心な交通社会の実

現に貢献してまいりました。当社の製品ラインナップにLiDARというセンサの「光」を加え、ADAS・自動運転などが普及
する次世代モビリティ社会においても安全・安心に貢献するとともに、自動車照明器とセンサ技術のシナジーにより、更
に高付加価値な製品を提供し、持続的な企業成長を目指してまいります。
 
 

２．本子会社化の方法
本子会社化は、当社が米国デラウェア州に新設した中間持株会社（以下「本中間持株会社」）の完全子会社である買収

子会社とセプトン社を合併する方法（逆三角合併）により実行されます。合併後の存続会社はセプトン社であり、セプト
ン社は本中間持株会社の完全子会社となり、本中間持株会社を通じた当社の保有割合はおよそ95.5％（注）となる見通し
です。
 
尚、セプトン社のCEOであり大株主であるJun Pei氏、及び一部既存株主が、それぞれ保有するセプトン社の普通株式の

一部を本中間持株会社に現物出資し、本中間持株会社の一部持分を取得することから、当社に加えて、Jun Pei氏及び一
部既存株主が本子会社化完了後も引き続きセプトン社の間接的な株主となります。
当社はセプトン社普通株式を１株当たり3.17ドルで取得する予定であり、セプトン社の株主は保有するセプトン社普通

株式が消却される代わりに、その対価を100％現金で受領する権利を取得します。
（注）本子会社化後の当社のセプトン社に対する保有割合は現時点での予定であります。
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３．セプトン社概要

(1) 名称 Cepton, Inc.（セプトン・インク）

(2) 所在地
399 West Trimble Road, San Jose, CA, 95131

（米国カリフォルニア州サンノゼ）

(3) 代表者の役職・氏名 CEO, Jun Pei

(4) 事業内容 自動車・輸送インフラ等の各市場向けLiDARの製造・販売

(5) 設立年月日 2016年４月26日

(6) 大株主及び持株比率

Jun Pei 16.1％

Jun Ye 16.1％

株式会社小糸製作所 12.2％

Mark McCord 6.4％

(7)

上場会社と

当該会社との間の

関係

資本関係

当社は、セプトン社の普通株式 1,962,474株及び普通株式に転換可能な

無議決権優先株式(CPS) 100,000株を保有しております。（議決権所有

割合：12.2％）。

人的関係
当社取締役１名・執行役員１名 計２名がセプトン社の取締役を務めて

おります。

取引関係 2018年５月より共同研究を実施しております。

 
 

４．日　程

(1) 取 締 役 会 決 議 日 2024年７月29日

(2) 契 約 締 結 日 2024年７月29日

(3) セ プ ト ン 社 株 主 総 会 開 催 2025年３月期 第３四半期（見込み）

(4) 本 子 会 社 化 実 行 2025年３月期 第４四半期（見込み）

 
 

５．その他の事項

　取得する株式の数及び取得価額：現時点で未定であります。

　支払資金の調達方法及び支払方法：自己資金により充当する予定であります。
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（中間連結貸借対照表関係）

※１.　棚卸資産の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

製品 36,985百万円 36,211百万円

仕掛品 5,726 5,975

原材料及び貯蔵品 53,084 52,884

 

※２.　中間連結会計期間末日満期手形

　中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

受取手形 131百万円 －百万円

電子記録債権 254 －

支払手形 93 －

電子記録債務 688 －

流動負債　その他

(設備関係支払手形)
9 －

流動負債　その他

(設備関係電子記録債務)
193 －

 

（中間連結損益及び包括利益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

(1)販売費

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日

　　至 2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日

　　至 2024年９月30日）

従業員給与手当 2,421百万円 2,623百万円

運賃運送費 2,509 1,967

荷造梱包費 1,405 2,013

退職給付費用 58 21

 

(2)一般管理費

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日

　　至 2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日

　　至 2024年９月30日）

従業員給与手当 5,884百万円 6,087百万円

福利厚生費 1,897 1,999

退職給付費用 176 124

役員退職慰労引当金繰入額 32 30

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間

（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

現金及び預金勘定 287,393百万円 278,729百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △180,719 △154,468

現金及び現金同等物 106,673 124,260
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日

定時株主総会
普通株式 5,143 16 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年10月31日

取締役会
普通株式 7,694 25 2023年９月30日 2023年12月５日 利益剰余金

 

３.株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2023年４月26日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156
条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議し、2023年９月に取得を終了いたしました。この結果、当中間連結会
計期間において、自己株式が約13百万株（349億円）増加しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月27日

定時株主総会
普通株式 8,617 28 2024年３月31日 2024年６月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年10月29日

取締役会
普通株式 8,276 28 2024年９月30日 2024年12月５日 利益剰余金

 

３.株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2024年３月28日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156
条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議し、取得株式数35百万株、総額500億円を上限として2024年４月１日
から2025年３月24日の期間で自己株式の取得を進めております。これにより当中間連結会計期間において自己株式を約12
百万株、261億円取得いたしました。
　これらの結果、当中間連結会計期間末において、自己株式が262億円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 日本 北米 中国 アジア 欧州 その他 合計
調整額
(注)１

中間連結
財務諸表
計上額
(注)３

売上高          

外部顧客への売上高 176,453 143,801 39,436 76,528 23,679 8,255 468,153 － 468,153

セグメント間の内部売上高

又は振替高
11,327 2 1,320 1,405 5 － 14,060 (14,060) －

計 187,780 143,803 40,757 77,933 23,684 8,255 482,213 (14,060) 468,153

セグメント利益 19,600 1,881 346 7,739 410 1,123 31,101 1,411 32,513

　（注）１．セグメント利益（営業利益）の調整額1,411百万円には、セグメント間取引消去4,481百万円及び配賦不能

営業費用△3,069百万円が含まれております。配賦不能営業費用は、親会社本社の総務・経理部門等の管

理部門に係る費用であります。

２．日本、中国以外の各セグメントに属する国又は地域の内訳は次の通りであります。

(1)北米　…米国、メキシコ

(2)アジア…タイ、インドネシア、台湾、インド、マレーシア

(3)欧州　…英国、チェコ

(4)その他…ブラジル

３．セグメント利益は、中間連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 日本 北米 中国 アジア 欧州 その他 合計
調整額
(注)１

中間連結
財務諸表
計上額
(注)３

売上高          

外部顧客への売上高 164,047 147,223 30,481 75,137 18,903 8,280 444,073 － 444,073

セグメント間の内部売上高

又は振替高
9,788 216 5,458 317 70 0 15,851 (15,851) －

計 173,836 147,440 35,939 75,455 18,973 8,280 459,925 (15,851) 444,073

セグメント利益又は損失

（△）
7,298 3,094 △1,001 7,890 △637 579 17,224 843 18,067

　（注）１．セグメント利益又は損失（営業利益又は営業損失）の調整額843百万円には、セグメント間取引消去

3,881百万円及び配賦不能営業費用△3,038百万円が含まれております。配賦不能営業費用は、親会社本社

の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

２．日本、中国以外の各セグメントに属する国又は地域の内訳は次の通りであります。

(1)北米　…米国、メキシコ

(2)アジア…タイ、インドネシア、台湾、インド、マレーシア

(3)欧州　…英国、チェコ

(4)その他…ブラジル

３．セグメント利益又は損失は、中間連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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（収益認識関係）

当社グループの売上高は、主に顧客との契約から認識された収益であり、当社グループの報告セグメントを

財又はサービスの種類別に分解した場合の内訳は、以下のとおりであります。

 

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

 （単位：百万円）

 
報告セグメント

合計日本 北米 中国 アジア 欧州 その他

自動車照明関連事業 155,145 143,631 39,436 76,137 23,679 8,255 446,285

その他 21,308 169 － 390 － － 21,867

顧客との契約から生じる収益 176,453 143,801 39,436 76,528 23,679 8,255 468,153

その他の収益 － － － － － － －

外部顧客に対する売上高 176,453 143,801 39,436 76,528 23,679 8,255 468,153

 

 

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

 （単位：百万円）

 
報告セグメント

合計日本 北米 中国 アジア 欧州 その他

自動車照明関連事業 141,576 147,076 30,481 74,943 18,903 8,280 421,261

その他 22,470 147 － 194 － － 22,812

顧客との契約から生じる収益 164,047 147,223 30,481 75,137 18,903 8,280 444,073

その他の収益 － － － － － － －

外部顧客に対する売上高 164,047 147,223 30,481 75,137 18,903 8,280 444,073
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

（1）１株当たり中間純利益金額 80円76銭 37円30銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

中間純利益金額（百万円）
25,524 11,282

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益金額（百万円）
25,524 11,282

普通株式の期中平均株式数（千株） 316,051 302,507

（2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 80円75銭 37円29銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

中間純利益調整額（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 59 43

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変動

があったものの概要

－ －

 

２【その他】

2024年10月29日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・8,276百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・28円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・2024年12月５日

(注)　2024年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

 
 

 
 

2024年11月８日

 

 株式会社小糸製作所

取締役会 御中
 

アーク有限責任監査法人

東京オフィス

 

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員

 

公認会計士

 

 

　米　倉　礼　二
 

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員

 

公認会計士

 

 

　澁　谷　徳　一
 

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員

 

公認会計士

 

　岡　田　賢　治

 
 
 
 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社小糸製

作所の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益及び包括利益計算書、中間連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社小糸製作所及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
 

　（注）１．上記の原本は半期報告書提出会社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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